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--市立保育所のうち、運営を民間委託または民営化し
た園数　（園）

ブック・スタートのサービスをきっかけに絵本の読
み聞かせを家庭でも実践している人の割合　（％）

96.0

成果 93.9 90.1 91.0 90.7 89.6 0%

330

14目標

10102

成果 276 140 187 220 255 0%

250,015204,054

-197,500

成果

-14

目標 - - 95.0 -

・平成２７年度から実施される子ども・子育て支援新制度に伴い、「市町村子ども・子育て支援事業計画」を平成２
６年度中に策定する必要があります。なお、平成２６年度に計画期間が満了する「次世代育成支援行動計画」につい
ては、法改正により今後の策定が任意化されたため、その取扱いについて検討する必要があります。
・子ども・子育て家庭を支援するために、地域づくり組織や民生委員・児童委員、関係機関・団体との連携、ネット
ワークづくりに取り組む必要があります。
・待機児童の解消に取り組んでいますが、予測以上に乳児を中心に年度途中での保育の希望者が増加しており、さら
なる対応に取り組む必要があります。
・子ども発達支援センターにおいて、０歳から１８歳までの子どもを総合的、継続的に支援していくため、保健・医
療・保育・福祉・教育の関係機関が連携して取り組んでいく必要があります。

＜行政評価委員会からの意見＞
意見なし

3,100

○目標達成に向けた課題

-

375ファミリー・サポート・センター事業の会員数
（人）

目標 - -

67%

7,782

２．目標

2012 
(H24)

3,510

目標 -

・「産み育てるにやさしいまち“なばり”」を実現するために、「名張市子ども条例」や「名張市次世代育成支援行
動計画」に基づき、子ども・子育て支援施策の推進に努めます。
・全ての子どもへの良質な成育環境を保障し、子ども・子育て家庭を社会全体で支援できるための取組に努めます。
・年度途中に発生する待機児童の解消に向け、既存施設の有効利用や受け入れ体制の拡大に努めます。
・子ども発達支援センターが中心となり、発達に心配のある子どもや家庭に対する支援の充実に努めます。

進捗率

7,823
一月あたりの乳幼児医療費助成の件数 （件）

施策指標（目標）の内容　（単位）
現状値
（H20)

○重点目標

施策評価管理シート 　　

１．施策の基本方針

自立を支える地域福祉の充実

子育て・子ども支援

連絡先　（担当室名）

子ども部

部長名

施　　策

5

3

基本施策

互いに認めあい支えあう、健康で安心できる暮らし

担当部局名

杉本　丈夫

政　　策 1

63-2175（子ども政策室）

施
策
体
系

6,086成果

- 3,200

38,772 158,812

329,500

296,796 89%

-

・子どもを産み、育てる喜びを感じることができるような地域社会の形成と総合的な子育て環境の整備や向上に取組
みます。 
・教育、福祉、保健などと連携を図りながら、民営化の推進により、様々なニーズに適切に対応できる保育環境の整
備、充実を進めます。

2011 
(H23)

2014 
(H26)

2015
(H27)

○施策指標（目標）及び達成状況

2013 
(H25)

4,679

10

0%

10

子育て広場参加者数【延べ値】　（人）
目標 - -

成果

9,400 - 15,600地域子育て支援事業における相談件数【延べ値】
（件）

目標 - -

成果 1,800 6,721 7,996 9,215 10,797 65%

Ｐｌａｎ

Ｐｌａｎ

Ｄｏ

Ｐｌａｎ

Ｐｌａｎ



（合計 事業)

母子家庭等小口貸付事業 子ども家庭室 1,000 1,000

1062 放課後児童対策事業 子ども家庭室 42,432 40,237

43

- - 60.0市内の保育施設や子育てサービス、相談窓口等の子
育て支援に満足している割合　（％）

目標 -

109

79 94 84%

部局による評価

継続（現
行） Ｂ Ｂ

担当室による評価

該当しな
いＢ

Ｂ
検討してい
る、今後可
能性がある

継続（拡
大）

継続（現
行）

Ｂ
該当しな
い

継続（現
行）

継続（改
善）

継続（現
行）

実践して
いる

継続（現
行）

Ｂ

Ｂ

Ｂ

Ｂ Ｃ

Ｂ

Ｂ

Ｂ

Ｂ

Ｂ Ｂ

Ｂ Ｂ

Ｂ Ｂ

－

Ｂ

Ｂ

Ｂ

・子ども権利委員会の部会として設置した子ども・子育て支援事業計画専門委員会において、平成２５年度に実施し
たニーズ調査結果を踏まえながら計画策定に向けて審議を重ねました。
・子ども条例の趣旨が広く市民に理解されるよう、広報・啓発や研修事業を実施しました。平成２６年度からの新規
事業として、子ども相談室の紹介と子どもの権利の啓発のため子ども相談室便り「ほっとライン」の発行を開始する
とともに、平成２６年６月１日から子ども向け相談電話通話無料サービス「ばりっ子ほっとライン」を導入しまし
た。
・病児・病後児保育事業の開設に向けた協議を進めました。
・待機児童解消のため、保育士確保対策や家庭的保育事業の増設に向けた家庭的保育者の募集に取り組むとともに、
東部保育園の移転増改築に係る関係団体との協議や各種事務手続きを進めました。
・子ども発達支援センターにおいて、関係機関と連携しながら発達に心配のある子どもや家庭に対する支援推進のた
めの取組を進めました。

＜行政評価委員会からの意見に対する取組内容＞
意見なし

事務事
業の施
策への
貢献

事務事
業シー
トでの
今後の
方向

2013 
(H25)

地域づ
くり組
織等と
の連
携・協

働

４．施策達成のための事務事業及び評価

事業名・担当室名
2014 
(H26)

子ども家庭室

1060

322

520 543

2,792

727

1056 Ｂ
実践して
いる

継続（改
善）ブックスタート事業

Ｂ
検討してい
る、今後可
能性がある

1055

個別乳幼児特別支援事業 子ども発達支援センター 2,811

1,030

1061

・事業の実施に当たっては、民生委員・児童委員や子育てサークル、ボランティア団体、関係法人との連携を図って
います。
・保育所の運営に当たっては、民間活力を積極的に導入しています。また放課後児童クラブについては地域に委託し
て取り組んでいます。

○地域等との連携、協働に向けた取組

施策
達成
への
重要度

施策
達成
への

貢献度

事務
事業
ｼｰﾄ
番号

297子ども家庭室
ファミリー・サポート・セン
ター事業

子ども家庭室

1058 子ども条例推進事業

３．取組内容

○課題解決への取組内容

事業費
(単位：千円)

-66

57

放課後児童クラブを利用する特別支援児童の数
【延べ値】　（人）

目標 - -

成果 13 40

Ｂ
実践して
いる

1063 要保護児童・DV対策事業 子ども家庭室 309 290 Ｂ
該当しな
い

1064
小規模型地域子育て支援セン
ター事業

子ども家庭室 3,570 3,570 Ｂ

成果 - 57.4 57.2 59.8 52.7 0%

-

1065 保育業務委託事業 保育幼稚園室 18,600 17,400 Ｂ 実践して
いる

Ｈ26完了 Ｂ

1067 児童館管理費 人権・男女共同参画推進室 1,571 1,510 Ｂ
実践して
いる

継続（改
善） Ｂ

1074 こんにちは赤ちゃん事業 健康支援室 240 240 Ａ
実践して
いる

継続（現
行） Ａ

1185 マイ保育ステーション事業 保育幼稚園室 4,220 4,268 Ｂ
実践して
いる

継続（拡
大） Ｂ

Ａ

1271 子ども発達支援推進費 子ども発達支援センター 1,487 981 Ｂ
該当しな
い

継続（拡
大） Ｂ

1255
子ども・子育て支援事業計画推
進費

子ども政策室 1,145 21,067 Ａ
該当しな
い

継続（現
行） Ａ

Ｄｏ

Ｄｏ

Ｄｏ

Ｃｈｅｃｋ



Ｂ1404 なばり出逢い創造事業 子ども家庭室 - 999 Ｂ
実践して
いる

継続（現
行） Ｂ

Ｂ －Ｂ160 Ｈ26完了3036 保育幼稚園室

0

同和対策特別保育事業補助金

小計（うち、特別会計・企業会計・組合会計分）

3,507,642

3,507,642

0

小計（うち、一般会計分）　　　　　　　　　　 3,222,583

合計（単位：千円）　　　　　　　　　　　　　 3,222,583

277
該当しな
い

継続（現
行） Ｂ

35,633 38,573 Ｂ
該当しな
い

継続（現
行） Ｂ

Ｂ

1276 家庭的保育事業 保育幼稚園室 10,646 17,805 Ａ
該当しな
い

継続（拡
大） Ａ Ａ

1275 育児支援家庭訪問事業 子ども家庭室 52 67 Ｂ
該当しな
い

Ｂ

2051 児童入所施設措置費 子ども家庭室 7,257 8,852 Ｂ 該当しな
い

継続（現
行） Ｂ Ｂ

2050 子育て短期支援事業 子ども家庭室 19 114 Ｂ
該当しな
い

継続（現
行） Ｂ Ｃ

2049 一人親家庭等医療助成事業 保険年金室

Ｃ

2053 子ども医療助成事業 保険年金室 182,646 188,000 Ｂ
該当しな
い

継続（現
行） Ｂ Ｂ

2052 児童扶養手当給付費 子ども家庭室 302,806 298,594 Ｂ
該当しな
い

継続（現
行） Ｂ

－

2055 児童手当給付費 子ども家庭室 1,303,840 1,287,950 Ｂ
該当しな
い

継続（現
行） Ｂ Ｃ

2054 子ども手当給付費 子ども家庭室 104 60 Ｂ
該当しな
い

Ｈ26完了 Ｂ

保育幼稚園室 1,214,381 1,212,486 Ａ
該当しな
い

継続（改
善） Ａ Ａ

2056 保育所費 保育幼稚園室 55,602 53,741 Ａ
該当しな
い

継続（改
善） Ａ

Ｂ

3032 民間保育所施設整備補助金 保育幼稚園室 666 131,012 Ｂ
該当しな
い

継続（現
行） Ｂ Ｃ

3029 母子家庭等対策費補助金 子ども家庭室 5,205 3,243 Ｂ
該当しな
い

継続（現
行） Ｂ

Ｂ

4005 放課後児童対策施設整備事業 子ども家庭室 5,733 28,721 Ｂ
検討してい
る、今後可
能性がある

継続（改
善） Ｂ Ｃ

5151 子ども発達支援センター管理費 子ども発達支援センター 6,823 6,389 Ｂ
該当しな
い

継続（拡
大） Ｂ

Ｂ

6064 児童医療助成事務費 保険年金室 2,837 3,357 －
該当しな
い

継続（現
行） － Ｂ

5155 子ども支援センター費 子ども家庭室 3,294 3,504 Ｂ
検討してい
る、今後可
能性がある

継続（現
行） Ｂ

Ｂ

6067 へき地保育所費 保育幼稚園室 532 2,511 Ｂ
該当しな
い

Ｈ26完了 Ｂ －

6065
児童福祉総務一般経費（子ども
家庭室）

子ども家庭室 4,492 3,782 －
該当しな
い

継続（現
行） －

Ａ

－ Ｃ6151
児童福祉総務一般経費（保育幼
稚園室）

保育幼稚園室 809 3,396 －
該当しな
い

継続（現
行）

6124 幼保一元化推進事業 子ども政策室 0 0 Ａ
該当しな
い

継続（拡
大） Ａ

Ａ

1352 名張版ネウボラ事業 健康支援室 - 7,857 Ａ
検討してい
る、今後可
能性がある

継続（現
行） Ａ Ａ

1307 病児・病後児保育事業 保育幼稚園室 - 5,062 Ａ
該当しな
い

継続（現
行） Ａ

Ｃ

－

1355
ひとり親家庭学習支援ボラン
ティア事業

子ども家庭室 - 2,171 Ｂ
実践して
いる

継続（現
行） Ｂ Ｂ

1353
結婚支援活動コーディネーター
事業

子ども家庭室 - 4,310 Ｂ
実践して
いる

Ｈ26完了 Ｂ

Ａ

2057 民間保育所措置費

2162
子育て世帯臨時特例給付金給付
事業

子ども家庭室 - 99,390 －
該当しな
い

Ｈ27完了
予定 －

－6902
児童福祉総務一般経費（子ども
政策室）

子ども政策室 - 286 Ｂ
該当しな
い

Ｈ26完了 Ｂ



５．部局による施策評価

評価

事業推進の一部改善

６．今後の施策の方向性、改善方法

・ばりっ子すくすく計画に基づき、待機児童対策等の事業の進捗管理を行っていきます。具体的には、老朽化した施
設の増改築や家庭的保育事業の拡充、保育士宿舎借り上げ補助等の保育士確保対策、幼稚園運営法人の意向を踏まえ
た幼稚園の認定こども園化に係る協議、放課後児童クラブの必要量確保のための施設整備(平成２７年度は美旗小学
校において施設整備を実施予定）、改築後の東部保育園におけるマイ保育ステーション開設による地域子育て支援の
充実等に順次取り組んでいきます。
・「名張市子ども３人目プロジェクト事業」として、第３子以降（３歳未満児）の保育料免除、名張版ネウボラにお
けるチャイルドパートナーや母子保健コーディネーターと各種子育て支援事業との連携強化等に取り組みます。
・引き続き市内小中学校や地域、企業に対し、子ども相談室便り等の配布や研修会等による子どもの権利に係る啓発
活動を推進するとともに、子どもの権利救済委員を交えたケース検討会の開催等による相談業務のさらなる充実に努
めます。
・子ども発達支援センターにおいて、関係機関が連携のうえ、発達に心配がある子どもや家庭に対するさらなる支援
の充実を図ります。

・ばりっ子すくすく計画の第３次見直しに当たり、次世代育成支援行動計画の施策の内容を継承するとともに、子ど
も・子育て支援事業計画の必要項目も記載することで、ばりっ子すくすく計画を今後の名張市の子ども・子育て支援
に係る総合的な施策推進の指針として位置づけました。
・子どもの権利の普及活動として、子ども相談室便り「ほっとライン」を市内全小中学校に配布するとともに、企業
対象の職員研修の開催等に取り組みました。また、子ども向け相談電話通話無料サービス「ばりっ子ほっとライン」
には４８２本の電話がありました。
・病児・病後児保育事業の実施に向け、県、委託する医療法人、医師会等との協議を進めてきた結果、平成２６年４
月に開設することができました。
・待機児童対策としては、東部保育園の移転増改築について、平成２７年中の完成に向け、造成、建築工事が着工さ
れました。また、平成２７年度からの子ども・子育て支援新制度の施行にあたり、認可外保育施設から市の認可事業
である小規模保育事業への移行１か所、事業所内保育事業（一般の入所枠も一定数確保）１か所の認可申請を受け付
け、２７年４月１日付けで認可を行いました。なお、保育士確保対策や家庭的保育事業の増設については引き続き２
７年度以降も取り組んでいくこととしています。
・子ども発達支援センターにおいて、保健・医療・保育・福祉・教育の関係機関が連携しながら、事業の推進を行う
ことができました。

成果・評価理由

Ｃｈｅｃｋ

Ａｃｔｉｏｎ


